
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ステップ１】次の取引が，下請法の適用対象となるか否かの観点から，正しい判断をして

いるものには○を，誤った判断をしているものには×を付けてください。 

１： 運送業者であるＡ社（資本金 6000 万円）は，荷主から請け負った梱包作業をＢ社（資本金

3000 万円）に委託している。Ａ社は運送業者であり，資本金区分は３億円基準が適用されるた

め，この委託取引は，下請法の適用対象とならない。 

２： Ｃ社（資本金１億円）は，自社の工場内で使用する機器の修理を自社で行っておらず，全てＤ

社（資本金 200 万円）に委託している。Ｃ社は自ら修理を行っていないが，Ｄ社に修理を委託し

ているので，下請法の適用対象となる。  

３： Ｅ社（資本金 7000 万円）は，自社が使用する業務管理システムの開発（プログラムの作成）

を自社で行う能力がないため，全てシステム開発業者のＦ社（資本金 400 万円）に委託してい

る。Ｅ社とＦ社の委託取引は，Ｅ社が自ら使用する情報成果物の作成を行っていないが，下請

法の適用対象となる。 

４： Ｇ社（資本金 8000 万円）は，顧客から請け負うビルメンテナンス業務の一部である清掃をＨ

社（資本金 4000 万円）に委託している。Ｇ社とＨ社の委託取引は，Ｇ社の顧客が利用する役務

を委託しているため，下請法の適用対象となる。 

【ステップ２】次の問に対して，下請法の目的（下請取引の公正化，下請事業者の利益の保

護）に照らして答えを考えてみてください。 

１： 親事業者には「支払期日を定める義務」（下請法第２条の２）が課せられています。そのため，

親事業者は，下請事業者との合意の下に，親事業者が下請事業者の給付の内容について検

査をするかどうかを問わず，物品等を受領した日（役務提供委託の場合は，下請事業者が役務

の提供をした日）から起算して 60 日以内のできる限り短い期間内で，下請代金の支払期日を定

めなければなりません。どうしてこのような規定が設けられているのでしょうか。 

２： 親事業者は，通常は１週間ほど製造期間を設けている部品について，顧客から緊急の発注を

受けたことを理由に，下請事業者に対して，週末に発注し週明けに納入を指示した。下請事業

者は，深夜勤務，休日出勤をして週明けに納入した。しかし，親事業者は，この発注について，

下請事業者と協議することなく，既定の下請代金とした。このような行為は，「買いたたきの禁

止」（第４条第１項第５号）規定に違反するおそれがありますが，どのような点が問題だったので

しょうか。 

第１回に続いて第２回下請法クイズも作ったよ♪ 

下請法って何？っていう人もチャレンジしてみてね！！ 

クイズはステップ１（下請法の適用範囲）とステップ２（親

事業者の義務・禁止事項）の２種類あるよ♪ 

１→ ２→ ３→ ４→ 
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【ステップ２】  
１： 下請取引の性格から，親事業者が下請代金の支払期日を不当に遅く設定するおそれがあり，下請事業者の利益

を保護するためこの規定が設けられました。 

なお，受領した日から起算して 60 日以内のできる限り短い期間内で定めた支払期日を図で表すと，次のよう

な場合となります。 

 

２： 下請法が禁止する「買いたたき」に当たるかどうかは，下請代金が，通常支払われる対価に比し著しく低いか

という視点のほかに，下請代金の決定に当たり下請事業者と十分な協議が行われたかどうかもポイントとなりま

す。設問では，短納期発注により，下請事業者のコストが上昇しているにもかかわらず，下請事業者と十分な協

議をすることなく，下請代金の額を既定の単価に据え置いたという点が問題です。 

なお，極端な短納期発注等は，政府が進める「働き方改革」において，取引先における長時間労働等につなが

る場合があるとされています。 

 

  

【ステップ１】 １→ ×，２→ ×，３→ ×，４→ ○ 

 下請法は，適用の対象となる下請取引の範囲を「取引の内容（製造委託，修理委託，情報成果物作成委託又は役務

提供委託）」と「取引当事者の資本金の区分」の両面から定めており，この２つの条件を満たすと下請法が適用されま

す。 

１：「×」 下請法の適用の有無を判断する資本金区分は３億円基準と 5000 万円基準の２種類がありますが，どちら

の基準が適用されるのかは，当事者の業種ではなく，委託の内容により決まります。設問では，委託者は運

送業者ですが，委託の内容が梱包作業という役務の提供ですので 5000 万円基準が適用されることになりま

す。したがって，委託内容が梱包作業の場合には，受託者の資本金が 5000 万円以下であるときは，委託者

の資本金が 5000万円を超えていれば，下請法の適用対象となります。 

２：「×」  自家使用する物品の修理を他者に委託する場合には，委託者が当該物品の修理を業として行っており，そ

の修理行為の一部を委託している場合にのみ，下請法の適用対象となります。設問では，委託者が自家使用

する物品（自社工場で使用する機器）の修理を自ら業として行っていません。したがって，この場合には，

その修理を委託しても「修理委託」に当たらないため，下請法の適用対象とはなりません。 

３：「×」 委託者が自ら使用する情報成果物の作成を業として行っており，その作成行為の全部又は一部を他者に委

託している場合は，その委託は，下請法の適用対象となります。設問では，委託者は自社が使用する業務管

理システムを作成する能力がないので，委託者が自ら使用する情報成果物の作成を業として行っているとは

認められません。したがって，その作成を他者に委託しても「情報成果物作成委託」に当たらないため，下

請法の適用対象とはなりません。 

４：「○」 役務の提供を業として行う事業者が，その役務の提供の全部又は一部を他の事業者に委託することは「役

務提供委託」に当たります。設問では，Ｇ社は顧客から請け負った役務の一部である清掃をＨ社に委託して

いることから，「役務提供委託」に当たります。 ※反対に，顧客から請け負ったのではなく，自ら使用する

役務を他社に委託する場合は，役務提供委託には当たりません。 

 

 

お問い合わせ先 公正取引委員会事務総局中部事務所 下請課 

電話 052-961-9424（直通） FAX 052-971-5003 

ホームページ https://www.jftc.go.jp  
 


